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昨年度の評価結果及び上記評価による、今後の業務の進め方

今後は、1つの事務を複数の職員が担当することとして職員相互のより一層の情報の共有化を図り、新給与計算ｼｽﾃﾑの完成度を高め安定稼動を達成
するため、必要な改修を進める。また、研修会への参加等により担当職員の習熟度を高め、給与の適正支給を目指す。加えて、新制度での給与の適正
支給においては人事面の関わりが重要であり、これまで以上に人事・給与両担当の連携を図る。

見直しの必要性

今期目標項目（何を）

職員担当参事　平野　澄彦

評
価

≪会計種別≫ 一般会計

事業費合計 55,802

人 55,660正規職員人件費 6.05
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年度
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平成19年度中に改善した点
各種事務ﾏﾆｭｱﾙの整理（解釈・運用方法の確認、事例集の整理等）。給与計算ｼｽﾃﾑの改修（特別職給料の減額措置の終了、
扶養手当額の変更、勤勉手当支給率の変更、共済掛金・負担金率の変更、退職手当組合負担金率の変更）。
制度改正に伴う給料表等の改定。新給与計算ｼｽﾃﾑへの移行（H19.4～）に伴う安定稼動に向けてのﾏﾆｭｱﾙ作成等。

コストの見直し
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実施過程の見直し 大きい
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人

（3） 人事管理体制の充実

2672

2,055

（千円）平成 20

全職員(常勤の特別職を含む)

業務の具体的な内容及び実施方法

決　　　算　（見込み含む）

対象数

2,004

成果分析 適正な支給件数

研修参加・開催

当初予算

100 100

2696

市民一人当たり（単位：円）

研修参加回数及び研修実施回数

１年間の給与支給明細書配付件数
活動実績

　

165.2

計算方法

年間給与支給件数

Ｈ 18 Ｈ
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38752

Ｈ20見込み

現状どおり
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増額

％

2008年3月末日

減額

業務を進めていくうえでの課題

平成19年4月より、年功的な給与の上昇の抑制と勤務実績の反映を目的とした、給与構造改革を実施した。今後は、この給与構造改革に伴う、新給与
制度への事務の対応と、同時期に稼動した新給与計算ｼｽﾃﾑに対する担当職員の理解を深めることが今後の課題となる。

終了

給与処理の効率化のために、庁内イントラネットを中心とし
て、各課庶務担当者を始めとする職員への給与制度、給与
事務の更なる周知を図る。

イントラネットの給与全般の項目の表記、内容等について、
見直しを行う。
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項目名

評価日 平成20年5月15日 記入者職氏名

（年間給与支給件数-給与の誤支給
件数）÷年間給与支給件数

評価理由及び対応策

人件費が大半を占めており、その削減はもちろん必要であるが、業務内容・業務量を考慮す
ると、その対応は難しい。
給与関係事務（調査・照会への回答および人件費積算等の資料作成も含む）について、給
与計算ｼｽﾃﾑの利用により効率的に行っているため。

平成20年度
における目
標設定

時期（いつまで）達成水準（どこまで）

対象（誰を、何を対象としているのか）

管理職手当の見直し
3251 3252 3253

単位
平成 18 年度

○例月給与・賞与の支給事務
　　人事異動、昇格、育児休業等の取得、各種手当の届出、時間外勤務報告等に伴う給与計算ｼｽﾃﾑの入力ﾃﾞｰﾀの作成・チェック及び支給。共済組合
の
　掛金や負担金の控除、支払。財形貯蓄の控除、支払。所得税の控除、支払（例月給与・賞与・年末調整）。住民税の控除、支払。

総合計画の体
系

目的（何のために行うのか、具体的に）

給与の適正支給のため

特殊勤務手当の見直し

行政改革大綱における行動計画への位置づけ
ｺｰﾄﾞ

適正な給与水準の維持
ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ

⑥環境基本計画 本事業の左記計画における位置づけ・・・ 無し 計画ｺｰﾄﾞ
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20年度予算の方向性 現状どおり 増額 減額 終了


